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１． 組織の概要 

1-1)  事業者名及び代表者名 

株式会社モリタアンドカンパニー 

代表者 

代表取締役社長 森田 英嗣 

 

 

1-2)  所在地 

〒485-0051 

愛知県小牧市下小針中島１丁目２００番地 

TEL ： 0568-77-1241 

FAX ： 0568-73-5272 

URL ： http://www.morita-c.co.jp/ 

 

1-3)  環境管理責任者氏名 及び 担当者連絡先 

環境管理責任者 ： 常務取締役 谷口 昌也 

担   当  者  ： 小嶌 大穂 

             TEL 0568-77-1241 / FAX 0568-73-5272 

                  E-mail / kojima@morita-c.co.jp 

1-4)  事業の内容 

“バネ製造機械・プラントの設計・製造・販売、産業用部品の金属加工” 

1-5) 事業規模 

資本金 3,000 万円 

創業  1910 年 

設立  1952 年 3 月 31 日 

 

活動規模 単位 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

主要製品生産量 トン 227.5 472.6 327.5 195.7 317.9 

売上高 百万円 1,874 2,510 1,303 1,114 1,145 

従業員 人 86 84 77 75 68 

床面積 m2 4,902 4,902 4,902 4,902 4,902 

総労働時間 時間 198,885 176,906 168,553 176,762 155,555 

・2018 年度以前の年度期間は 2/21～翌年 2/20 

・2019 年度は決算月変更の為 2/21～12/31 

・2020 年度以降の年度期間は 1/1～12/31 
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２．対象範囲 

2-1) 認証・登録の範囲 

認証・登録番号：0005593 (認証・登録日：2010 年 9 月 6 日) 

認証・登録の範囲：株式会社モリタアンドカンパニー全組織・全活動 

対象事業所は、愛知県小牧市下小針中島一丁目 200 番地です。 

 

 

 

  2-2) 活動の実施体制 
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2-3)役割・責任及び権限 

環境経営システム　役割・責任・権限表

　自己チェックの実施。

役割・責任・権限
代表者（社長） ・環境経営に関する統括責任。

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間、
　技術者を準備。
・環境管理責任者を任命。
・環境経営方針の策定・見直し及び全従業員へ周知
・環境経営目標・環境経営計画書を承認。
・代表者による全体の評価と見直しを実施。
・環境経営活動レポートの承認。

環境管理責任者 ・環境経営システムの構築、実施、管理。
・環境関連法規等の取りまとめ表を承認。
・環境経営目標・環境経営計画書を確認。
・環境活動の取組結果を代表者へ報告。
・環境経営活動レポートの確認。
・更新審査および中間審査の際、現地審査への立合い。

安全衛生委員会 ・月一回の活動の検討。
安全衛生委員 ・代表者、環境責任者の指示、命令を伝達。

ＥＡ２１担当 ・EA21の経験を踏まえて活動のアドバイス。
・環境法令・環境条例の調査。
・環境管理責任者の補佐。
・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成。
・環境活動の実績集計。
・環境関連法規等取りまとめ表の作成。
・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施。
・環境経営活動レポートの作成、公開。
・各部門の進捗チェック。

部門リーダー ・自部門における環境経営システムの実施。
・自部門における環境経営方針の周知。
・自部門の従業員に対する教育訓練の実施
・自部門に関連する環境経営計画の実施及び達成状況の報告。
・自部門の特定された緊急事態への対応のための手順書作成。
　テスト、訓練を実施、、記録の作成。

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加。

・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施。
・環境関連の外部コミュニケーションの窓口。

全従業員 ・環境経営方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚。

 
2-4) レポートの対象期間及び発行日 

レポートの対象期間 ： ２０２2 年 1 月１日～２０２2 年 1２月３１日 

レポートの発行日   ： ２０２３年 ３月２４日  

レポートの改定日   ： ２０２３年 ７月２６日 
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３．環境経営方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改訂日：2023 年 5 月 1 日 

株式会社モリタアンドカンパニー    

代表取締役社長            

 

モリタアンドカンパニーは２００周年を見据え、継続的に環境負荷の削減に取り組み、

事業活動を通して地域社会／地球と調和した緩やかな企業成長を目指す。 

環境経営方針 

１．下記の項目を重点取組目標として活動し、環境負荷の低減に取組みます。 

 ①ＣＯ２排出量の削減 

  ・購入電力量の削減 

  ・ガソリン購入量の削減 

 ②廃棄物の削減 

  ・産業廃棄物排出量の低減 

 ③排水量の削減 

  ・節水活動の推進 

④化学物質使用量(PRTR 法対応)の削減 

 ・ﾄﾙｴﾝ,ｷｼﾚﾝ,ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝの総排出量の削減 

・塗料の定期的かつ適正な管理の実施 

⑤グリーン購入の推進 

  ・環境に配慮した物品等の購入推進 

⑥製品及びサービスにおける環境配慮 

 ・設計段階での廃棄物量削減を考慮した部品設計の促進 

・省エネを配慮した電気制御機器の適用化の促進 

⑦地域貢献活動の実施 

２．環境関連の法令および条例等の規制事項を遵守します。 

３．この環境方針は全社員に周知徹底するとともに、環境活動への取組みを 

環境活動レポートとして社内外に公表します。 

 

 

環境経営活動

けいえ 

兼廣 明生 
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４．環境経営目標 

１）主要な環境負荷削減目標 

モリタアンドカンパニーは、5 年を 1 クールとし、前クールの最終年の数値を基準値として 

毎年 1％削減を目標とする。 
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１． ２０２０年度から２０２４年度の基準年は２０１９年度となります。 

２． ２０１９年度は会社の決算月変更に伴い２０１９年１２月で終了となり、対象期間が 

１０か月間のため、次式にて２０２０年度から２０２４年度の排出量の基準値を求めた。 

排出量の基準値＝ 
２０１９年度実績値ｘ１２か月 

１０か月 

 

３． ・２０１９年度基準値の購入電力 CO2 排出量は、二酸化炭素排出係数０．４７７kg-CO2/kWh 

とする。(令和２年１月、平成３０年度（２０１８年）実績 リコージャパン 調整後排出係数）   

 

４． 次式にて２０２０年度から２０２４年度の購入電力 CO2 排出量の基準値、購入電力 CO2 排出量

原単位の基準値を求めた。 

購入電力CO2 排出

量の基準値 
＝ 

２０１９年度実績値ｘ１２か月 
✕ 

０．４７７kg-CO2/kWh 

１０か月 ０．５１６kg-CO2/kWh 

 

購入電力CO2 排出

量原単位の基準値 
＝ 

２０１９年度 

購入電力 CO2 排出原単位 
✕ 

０．４７７kg-CO2/kWh 

０．５１６kg-CO2/kWh 

 

５． 二酸化炭素排出量、廃棄物排出量、使用水道量について基準年の値は２種類を記述しまし

た。上段は測定値で下段は原単位です。 

目標値は全て原単位を記述してあります。なお、２０１９年度において二酸化炭素排出量は購

入電力によるものが ８２．７％、化石燃料によるものは１６．５％、アセチレンなどその他による

ものは０．８％と少量なのでわたしたちの環境目標として購入電力と化石燃料（ガソリン、軽油、

灯油）を選定しました。 

 

６． 原単位は二酸化炭素排出量では各年度排出量を社内全社員の総労働時間(h)で割った値と

し、廃棄物排出量、使用水道量、PRTR化学物質量では各年度排出量、使用量を売上げ（万

円）で割った値としました。 

 

７． PRTR法対象の化学物質として、当社使用の塗料等のSDSよりｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝを対

象とする。 

 

８． 当社でのグリーン購入該当品は、文具・事務用品・OA機器・家電製品・自動車等の購入品と

して環境ラベル表示製品を優先的に購入する ことといたしました。 
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活動計画 担当部門

節電運動展開 全社

工程ロス削減による稼働時間短縮 全社

製品製造時のエネルギーコストの原単位削減
製造部
技術部

エコドライブの推進 全社

アイドリングストップ 全社

社内試運転時のエネルギーコストの原単位削減
製造部
技術部

不適合の原単位削減
製造部
技術部

ペーパーレス化 全社

ミスコピー、ミス印刷の防止 全社

分別による古紙のリサイクル化 全社

ウエスのリサイクル化 製造部

ストレッチフィルムのリサイクル 製造部

軍手のリサイクル 製造部

発砲スチロールの溶解処理 製造部

梱包材のリサイクル 製造部

製品出荷梱包の原単位削減 製造部

節水呼びかけ 管理部

ﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝの総排出量の削減

塗料の定期的かつ適正な管理の実施

事務用品購入時の環境ラベル表示品の購入推進 全社

紙・プラスチック製品の古紙、リサイクル材製品の
購入推進

全社

電気製品OA機器等の省エネマーク表示品の購入
推進

全社

グリーン購入法に基づく判断基準に適合した車種
の購入推進

管理部

製品の設計段階での省力化の推進
環境に配慮した製品開発 （軽量化等）

技術部

地域貢献活動として、工場外溝清掃活動の実施 管理部

災害時の訓練 安全委員会

環境事故災害時の訓練 安全委員会

社員への掲示による意識づけ 管理部

グリーン購入の推進

製品およびサービスにおけ
る環境配慮

教育訓練

地域貢献活動の実施

廃
棄
物
の
削
減

一般廃棄物

産業廃棄物

水使用量の削減

ＰＲＴＲ法対象化学物質の
削減

製造部

改善活動事項

二
酸
化
炭
素
排
出
量
削
減

購入電力の削減

化石燃料の削減

 

５．環境経営計画 
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６．環境経営目標の実績 

 6-1) ２０２２年度活動取組状況の実績 

２０２２年度の活動実績は以下のとおりです。 

 

 

・５年を 1 クールとし、前クールの最終年の数値を基準値としています。 

・２０２０年度～２０２４年度 基準値は、２０１９年度 の実績値となります。 

・２０２２年度目標値は基準値から３％削減した値となります。 

   ・２０１９年度実績値を二酸化炭素排出係数０．４７７に置き換えた数値を基準値とする。 

    ・目標値は原単位を正として、実数を参考値とします。 

   ・削減率の計算式 

削減率＝ 
基準年（原単位）の値-今年度の実績値（原単位） 

(％）  基準年（原単位）の値  
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【二酸化炭素排出量】  

 

【廃棄物排出量】 

  

【水道量】 
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6-2）環境経営計画の実施状況 
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７．環境経営活動計画の取組結果とその評価、次年度の取組内容 

7-1）二酸化炭素排出量 

【CO2 排出量原単位実績-推移】 

 

 

【購入電力 CO2 排出量原単位実績-推移】 
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【購入電力 CO2 排出量原単位実績-年間推移】 

 
 

    【購入電力年間推移】 
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●基準値を２０１９年度実績値に二酸化炭素排出係数０．４７７に置き換えた数値とした。 

●今年度のＣＯ２排出の削減年間目標は未達成となりました。 

     ＣＯ２排出量、ＣＯ２排出量原単位はともに増加しています。   

二酸化炭素排出量(kg-CO2)は基準値に対し 42.3％増え、 

二酸化炭素排出量原単位(kg-CO2/h)は基準値に対し 94.2％増えている。 

● 電力量はＣＯ２排出源の第一位となっており、全体の 95.3％を占めています。 

●２０２２年度は、月平均労働時間は２０１９年度１７，６９１（ｈ/月）に対して 

２０２２年度 １２，９６３(ｈ/月)と０．７３倍となり、月平均購入電力ＣＯ２排出量は 

２０１９年度１６，０１５（ｋｇ-ＣＯ２/月）に対して、２０２２年度 ２４，６２６（ｋｇ-ＣＯ２/月）と 

１．５４倍になりました。 

  原単位の分母に当たる労働時間が減少したのに対して、消費電力は増加したため 

CO2 排出量原単位は、厳しい値となっています。 

消費電力が増加した要因として、２０２０年１２月末から作業環境の改善を目的とした、第一

工場の空調設備の稼働が始まったことがあります。 

      導入初年度の結果として、空調を導入したことにより増える消費電力の計画値 

４１，７６０ｋｗｈを加味した年間消費電力の目標値４０３，０３８ｋｗｈに対して、実績値は 

６１９，５０９ｋｗｈとなり、５４％多くなりました。 

  暖房期間は、１月～３月と 12 月の 3 か月間、冷房期間は、７月～９月までの 3 か月間 

暖房期間と冷房期間、それぞれの計画値と実績値は、暖房期間は８３％多く、 冷房期間は 

５１％多くなっている。 

   空調を導入したことにより暖房用灯油の使用量は、導入前の２０２０年度の暖房用灯油使

用量 ３，９００ℓ に対して、２０２１年度使用量 １，４７５ℓ ２０２２年度使用量 １，０００ℓと減少

傾向にあります。 

 

【次年度の取組】 

●空調利用規定の見直しと目標電力量の見直しも行う。 

●生産設備の稼働率を上げ 労働時間の削減と売上アップによる原単位の削減を目指す。 

●製品設計時の省力化を推進し機械寿命でのエネルギーコスト削減を進める。 
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7-2）廃棄物推移 

【廃棄物排出量原単位実績-推移】 

 

 【廃棄物排出量原単位実績-年間推移】  

 

 

●廃棄物排出の削減年間目標は達成となりました。 

排出量は減少しています。 

 

 

【次年度の取組】 

●資料の電子化によるペーパーレス化を継続して取り組んでいく。 

   ●廃棄物とリサイクル出来る品物や買取り回収される金属などの有価物と分別する。 

    ●外部購入品の梱包資材、包装で使用されている発砲スチロールの溶解処理、 

ストレッチフィルムのリサイクルを今後も継続して取り組んでいく。 
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7-3） 水道量 

【排水量原単位実績-推移】 

 

【廃棄物排出量原単位実績-年間推移】 

 

 

●水道量の削減年間目標は未達成となりました。 

  ２０２２年度は冷却水（油圧ユニット用）を使用する設備の調整時に水道使用量が増加傾

向にある。 

   

【次年度の取組】 

     ●設備熱間調整時の灯油と同じく、冷却水の使用量も記録に残し改善を進める。 
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7-4）PRTR 化学物質量 

 

 

●ＰＲＴＲ化学物質量は、削減年間目標は達成となった。 

 

【次年度の取組】 

    ●ＰＲＴＲ化学物質を含む塗料・有機溶剤の取扱いの周知と見回りを継続する。 

 

7-5)グリーン購入 

●ボールペン、蛍光ペン、テプラ等事務用品のエコマーク表示品の購入（継続） 

 

【次年度の取組】 

●グリーン購入活動を継続する。 

 

7-6) 製品およびサービスにおける環境配慮 

●製品設計段階でのＶＡ活動 

・カセットタイプコイリングマシン（巻きばね製造装置）のＶＡによる製造方法の効率化 

      ・板ばね圧延機（板ばね製造装置）のＶＡによる製造方法の効率化 

●省力化の推進 省エネ機器の使用  

  ・インバーターモーター使用ユニットによるランニングコストの削減。 

●製品のランニングコストの削減  

・油圧ポンプが不要な時は自動的に停止させるソフトを入れ、設備使用電力の削減。 

・ロボット待機時はサーボ OFF するソフトを入れ、設備使用電力の削減。 
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【次年度の取組】 

●活動を継続する。 

 

7-7）教育訓練 

 ●避難訓練・消火訓練を１0 月に行いました。 

  

7-8)地域活動 

●工場外溝清掃を ５月、１２月に実施。 

 

           【５月の活動風景】 

【次年度の取組】 

●活動を継続する。 
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考察 

２０２２年度も、新型コロナウイルス感染症が経済活動に大きく影を落とした。 

今年度もその影響を受け、売り上げは 3％程度の伸びに留まった。 

製品生産量は、板バネ設備による重量増加や航空機分野の量産品が数値を押し上げた。 

 

環境経営活動の実数は、基準値となる２０１９年度と比較して、廃棄物６６％減、水使用量３９％

減、化学物質量６２％減で２０２１年度と同等の結果と成った。 

また ＣＯ２排出量はそれらに反して 42.3％増加となった。作業環境改善を目的とした、空調機器

導入と夜勤体制が数値を引き上げている。空調導入による電力消費の目標値設定が想定数であっ

た為、実際の電力量と乖離しており今後見直しが必要である。また、作業環境改善による作業性向

上の効果が見えるような仕組みの導入も今後の課題である。 

 

今後も一層の活動と社員教育を通し、品質や環境に関する社員意識及び認識の強化を行い 

売上・生産量に対する資源・エネルギー効率を良くしていく取組を一層推し進める。 
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８．環境関連法規の違反、訴訟等の有無 

No. 法令等の名称 該当環境等 法令等の要求事項 

1 
県民の生活環境の

保全等に関する条例 
駐車場 アイドリングストップの周知、駐車場の看板（第７７,７８条） 

2 廃棄物処理法 

 廃棄物 

保管の基準（第 12 条 2 項） 

看板記載事項に対応している（第 12 条 2 項） 

運搬・処分委託は、業者の資格に沿っている（第 12 条 4 項） 

業者の現地確認（第 12 条） 

委託契約書による（第 12 条） 

廃棄物管理票（マニフェスト）（第 12 条 3 項） 

愛知県への報告義務を遵守する（第 12 条 3 項） 

 3 
廃棄物の適正な処理

の促進に関する条例 
産業廃棄物の処理委託先の現地確認（第 7 条） 

4 自動車 NOX、PM 法 
自動車の窒素酸化物 

および粒子状物質 
車種規制、排出抑制対策（第３３,３４条） 

5 

資源の有効な利用の 

促進に関する法律 

（改正リサイクル法） 

パソコン、複写機 再生資源及び再生部品の利用（第４条） 

6 

騒音規制法 

振動規制法 

県民の生活環境の保

全等に関する条例 

コンプレッサー 

届出 設置、更新（第６条） 

規制 
3.75kWh 以上のコンプレッサーが規制値以

下であること（第５条） 

7 消防法 危険物の量 同一場所での保管量が法定指定量の 5 分の 1 未満（第１０条） 

8 ＰＲＴＲ法 
ＰＲＴＲ法対象物質の 

使用量 

１年間に取り扱う第一種指定化学物質の排出量及び 

移動量が１ｔ以上の場合は県知事に届出すること（第５条） 

（特定第一種指定化学物質の場合は０．５ｔ以上） 

9 省エネ法 熱利用設備や空調設備 判断基準（第５条）の遵守 

10 フロン排出抑制法 エアコン、冷蔵庫 点検 

・これらの法令・条例の遵守状況について、環境管理責任者及び法規制担当者がチェックし、 

問題がないことを確認しました。 （実施日 ２０２３年１月６日） 

・近隣からの苦情・訴訟もありませんでした。（実施日 ２０２３年１月６日）                                  
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９．代表者による全体評価と見直しの結果 

２０２２年度は、新たな中長期５年間の３年目の年でした。 

３年連続で全項目の目標達成に至りませんでした。個々の取組や日々の努力は量としては減

ってはきているものの原単位では満足のいく結果には到達できませんでした。 

  

作業環境改善として導入した工場空調よるCO２排出量の適正化が不十分で目標達成に至

っていない。過去の実績から来年度は目標値の設定を見直す。また、作業環境改善に伴う作

業効率向上の見える化が今後の課題である。 

 

今後、経営課題と SDGｓを紐づけ全従業員の活動や製品との関連性を見える化し、環境活

動に対して積極的に取組んでいくことを目指していきます。 

 

なお、環境経営方針・環境経営目標及び環境経営計画・実施体制の４点について、見直し 

を行った結果、今回は変更をしないものとする。 

 

 

２０２３年３月２４日評価 

株式会社 モリタアンドカンパニー 

          代表取締役 森田英嗣 
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10．次年度の環境経営目標及び環境経営計画 

1)次年度の環境経営目標 
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・５年を 1クールとし、前クールの最終年の数値を基準値として毎年 1％削減を目標とする。 

・２０２０年度から２０２４年度の基準年は２０１９年度となります。 

２０１９年度は会社の決算月変更に伴い２０１９年１２月で終了となり、対象期間が 

１０か月間のため、次式にて２０２０年度から２０２４年度の排出量の基準値を求めた。 

排出量の基準値＝ 
２０１９年度実績値ｘ１２か月 

１０か月 

 

・２０１９年度基準値の購入電力 CO2 排出量は、二酸化炭素排出係数０．４７７kg-CO2/kWh 

とする。(令和 2 年 1 月、平成 30 年度（2018 年）実績  リコージャパン排出係数より）   

次式にて２０２０年度から２０２４年度の購入電力 CO2 排出量の基準値、購入電力 CO2 排出量

原単位の基準値を求めた。 

購入電力CO2 排出

量の基準値 
＝ 

２０１９年度実績値ｘ１２か月 
✕ 

０．４７７kg-CO2/kWh 

１０か月 ０．５１６kg-CO2/kWh 

 

購入電力CO2 排出

量原単位の基準値 
＝ 

２０１９年度 

購入電力 CO2 排出原単位 
✕ 

０．４７７kg-CO2/kWh 

０．５１６kg-CO2/kWh 
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2）次年度の環境経営計画 

 


